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複数の作業者が複数回の対面式の会議を通して，文書などの生産物を作成する作業に計算機システムを適用するためには，

人的な要因を十分に考慮したシステムの運用が必要となる．本論文では，実際に計算機システムを利用した作業と，そう
でない作業との比較を通して，システムの運用に考慮しなければならない点を明らかにした．この比較を通して，参加者
の活動を阻害しない範囲で会議の履歴の編集を会議中にできるだけ行ない，会議後に，履歴と生産物を完全に編集する利

用方法が効果的であることがわかった．また，事前に準備した agendaなどが会議中に計算機からアクセスできることが，
議事の進行の効率化に貢献することがわかった．
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In this paper, we discuss the usage of a computer system for supporting the activities in the face-to-

face meetings. We have observed three different kinds of projects, each of which consists of several

meetings. In a project, participants did not use computer systems, in another project, they only used

a computer system to record the contents of the discussions correctly, and in the other, they used the

system anyway. From the implication of the observations, we confirm the importance of the correct

record of the meeting contents, the system operator and/or the secretary in the computer-aided

meeting, the works outside the meeting and the prepared agenda in the system.
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1 まえがき

近年，計算機を媒体として複数の作業者の共同作業を支
援するシステム，グループウェアが数多く開発されている．

特に，共同作業の代表的な例の 1つである「会議」では，
形式化しにくい多量のインタラクションが作業者間で行な
われる．そのため，このような特徴を有する作業の効率や

品質の向上を目的とした数多くの電子会議システムが開発
されている．例えば，地域的に分散した会議の支援を行な
うシステム [1]などは，分散という不利な点を解消し，対
面式に近い作業を行なうことのできる環境を提供している．

対面式の会議を支援する電子会議システムは，大型共用ス
クリーンなどを用いてWYSIWYGを提供するシステム [2]

や，IBISモデルを用いたシステム [3]や，KJ法を基盤とし

たシステム [4] などが見られる．また，会話のモデルを基
盤とした基礎研究も盛んである [5, 6] ．

しかし，このようなシステムを効果的に運用するために
は，システムを利用した作業の分析を通して，運用に際し
て考慮すべき点を明らかにする必要がある．なぜなら，作

業者の利用方法によって，システムの機能が，実際に会議
に参加する作業者の議論などの活動を妨げたり，システム
の機能を十分に引き出すことができない可能性があるから

である．

本論文では，支援の有効な適用場面や，そこにおける利
用法の違いを認識するために，予め設計された 3種類の実

験の分析を通して，効果的なシステムの運用方法について
の考察を行なう．続く 2章では，実験の目的と設定につい
て述べ，3章では，本論文で利用した計算機システムを紹介

する．そして，4章で，実験の結果について考察を行ない，
対面式の会議を支援するシステムの効果的な利用方法を議
論する．

2 実験の目的と設定

文書などの生産物を作成するための対面式の会議を支援
するための計算機システムは，会議中の議論内容を十分に
反映した生産物を作成する作業を支援しなければならない．
しかし，通常の会議では，発話や板書などの行為を通じて

議論を進めるため，計算機操作に不慣れな作業者を交えた
会議を想定した場合，会議中にキーボードやマウスなどを
利用する計算機操作を通して，議論内容をリアルタイムに

生産物に反映させることは，困難であると考えられる．ま
た，会議中に agendaなどが計算機からアクセス可能な形
で提供されていることで，効率的に議事を進めることが可

能であると思われる．

これらの仮定を確認するために，以下に示すような設定

の 3つの運用実験を行なう．それぞれの実験における共通
の設定事項は以下の通りである．

• 作成対象は，自然言語で記述されたソフトウェアシス
テムの仕様書である．

• 会議に，顧客，設計者，操作者の 3種類の作業者が参

加する．それぞれの参加者の役割は以下の通りである．
顧客: 対象システムの要求を出し ,仕様を承認する．作

成されるシステムの利用者なども，この種類に含
める．

設計者: 顧客の要求を分析し , 生産物である仕様書を
記述する．

操作者: 黒板の図を計算機に記録するなどの書記の作
業を行なう．ただし，実験 1の場合は，書記その

ものである．
また，それぞれの実験の設定の差異は以下の通りである．
実験 1 : システムを利用しない作業形態．
システムは利用せず，円卓を囲みながら発話による議
論を行ない，必要であれば，黒板などに図を書きなが
ら議論を進める．agendaなどは通常の文書として用意

され，会議の進行にあわせて書記が議事録を記録する．
実験 2 : 会議内容の記録のためにシステムを利用する作業

形態．
会議中に，システムは会議内容の記録のために利用し，

利用者は，計算機を利用しない会議に近い形で作業を
行なう．そして，会議後に，システムに記録された会
議の内容を基に，会議内容を十分に反映した生産物を

設計者が作成する．会議後の作業では，前回の会議の
記録を整理して生産物を作成する作業のみを行ない，
agendaなどは通常の文書として別途用意する．

実験 3 : 会議中にシステムの編集機能を積極的に利用する
作業形態．
会議中に，システム上の操作を積極的に行ない，リア
ルタイムに議論内容を反映した生産物を作成する．も

し，作成し切れない場合は，実験 2と同様に，会議後
に残りの作業を行なう．また，会議後の作業では，前
回の会議の記録を整理して生産物を作成する作業に加

えて，次回の会議のための agendaなどをシステムに
入力しておく．

これらの実験を以下の観点から分析することで，生産物
を作成するための対面式会議を支援するシステムの効果的
な運用方法を明らかにする．
• 実験 1から，従来の会議の問題点の中で，計算機によっ
て支援可能な問題を明らかにする．そして，計算機シ

ステムを利用することによって，それらの問題点を減
少させる方法について考察する．

• 手作業でシステムの記録機能を代行した場合に必要と
なる会議後の作業時間を，通常の会議の記録の分析 [7]

に費やした時間から推測し，システムを記録のために

利用した実験 2と比較を行なう．これによって，会議
内容の正確な記録のためには，計算機システムの利用
が有効であることを示す．

• 実験 3の，会議中におけるシステムの編集機能の利用
内容を調べる．これによって，会議中のシステムの利

用が，会議後に議論内容を十分に反映した生産物を作
成する作業の効率化に貢献していることを示す．
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• 会議中に議論された話題が計算機からアクセス可能な
agendaとして準備されたものなのか否かを調べる．こ
れによって，agendaを計算機からアクセスできる形で
準備することが，agendaを準備した作業者が効率良く

自分の考たシナリオに沿って議事を進めることや，他
の参加者が議事の進行を容易に理解することに貢献し
ていることを示す．
上記の分析には，利用するシステム中のデータの構成要

素の数や，作業にかかる時間，作業者へのインタビューな
どを基にして行なう．

3 実験で用いた計算機システム

実験には，3人から 6人程度の会議における議事録などの
生産物を作成を支援することを目的とする計算機システム

[8]を利用する．会議参加者は，このシステムを利用して，
会議中の発話の内容を Discussionという単位に分割し，そ
の Discussionを基に Topicと呼ばれる生産物の構成要素を
作成することができる．これにより，会議内容を十分反映

した生産物を作成することが可能となる．また，Discussion

や Topicなどの関係を図 1のような GUIを通して，随時参
照できるため，同じ議論を繰り返すなどの非効率な議論を

減少することができる．

図 1: システムの GUIの概観

システムは，会議中に個々の作業者が計算機端末を利用

することのできる会議モードと，会議の記録を整理したり，
続く会議のための準備を行なう個人モードの 2つの形態で
利用される．作業者は，通常，この 2つの作業形態を繰り

返すことで，生産物を段階的に精錬してゆく．会議モード
でのシステムの利用の度合を調整することで，§2で述べた
実験 2や 3の設定をつくり出すことができる．

4 実験の結果と考察

実験の規模や複雑さを示すために，表 1には，3つの実

験の作成対象となる生産物と作業者に関するデータを示し，

表 2から表 4には，それぞれの実験における会議時間や，作
成された Discussion, Topic などの数を示す．表 1中の作業
者の人数の欄には，それぞれの作業者の本職を付記してい

る．表 2に示す実験 1は，システムを利用しない従来通りの
会議なので，Discussion, Topic などの数は，会議の様子を
録画したビデオ記録を基に，分析者が推定した．表 3と表 4

中の，“会議モードの作業時間”は，実際に会議を行なった
時間に相当し，“会議後の個人モードの作業時間，前回の分
析”は，直前の会議の記録を検索参照しながら Topicなど

を作成する作業にかかった時間を表し，“会議後の個人モー
ドの作業時間，次回の準備”は，続く会議のために agenda

を考えながらシステムに入力した時間に相当する．よって，
実験 2には “会議後の個人モードの作業時間，次回の準備”

の行はない．実験 2の会議 3は，実際には 1時間程度の休
憩をはさんで，2回の会議が行なわれたが，会議の間に構
造化作業などは一切行なわれなかったため，表 3では 1回

の会議とみなしている．

表 2: 実験 1の結果
会議番号 1 2 3 4 合計
会議時間 (分) 165 147 174 210 696
Discussion数 32 67 54 36 189
Topic数 23 38 46 23 130

表 3: 実験 2の結果
会議番号 1 2 3 合計
会議モードの作業時間 (分) 60 96 125 281
会議後の個人モードの作業
時間，前回の分析 (時間) 10 10 7.5 27.5
Discussion数 40 43 68 151
Topic数 127 65 65 257

表 4: 実験 3の結果

会議番号 会議前 1 2 3 合計
会議モードの作業時間 (分) - 31 50 30 111
会議後の個人モードの作業
時間，前回の分析 (時間) - 2 2 3.5 7.5
会議後の個人モードの作業
時間，次回の準備 (時間) - 3 1 0 4
Discussion数 - 22 22 24 68
Topic数 58 83 39 7 187

それぞれの実験は，作成対象，生産物量，会議時間，Dis-

cussion数，Topic数などの点から見ると，ばらつきがある
が，会議としては，対象領域を十分に理解した顧客が，対

象領域を知らない設計者にシステムの仕様の作成を依頼す
る形をとっているため，会議の性質自体は類似していると
思われる．また，分析に使う数値は，それぞれの実験にお

ける Discussionや Topicなどの全個数を基に正規化してい
るため，実験間の比較に関して問題はないと思われる．
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表 1: 3つの実験の概要
実験 1 実験 2 実験 3

作成対象 カード型のソフトウェアの
仕様を記述するためのシス
テム

大学の研究室での文献や計
算機データの管理システム

国際会議のプログラム委員
長の業務支援システム

仕様書のページ数 (A4用紙) 4 12 10

顧客人数 (本職) 2(大学 4年生) 2(大学職員,大学院生) 1(大学職員)

設計者人数 (本職) 2(大学 4年生，大学院生) 1(大学院生) 1(大学院生)

操作者人数 (本職) 1(大学 4年生) 1(大学 4年生) 1(大学院生)

4.1 通常の会議の問題点

実験 1で発生している問題点を明らかにし，計算機シス
テムを利用することによってどの程度，それらの問題点が
解決できるかを予測する．表 5に，従来の会議における問
題点の割合を示す．ここでの問題点の中の複数の問題点に

該当する議論があるため，表の列方向の割合の和には意味
がない．

表 5: 実験 1の会議における問題点の割合 (%)

問題点の種類 \ 会議番号 1 2 3 4 全体
議論内容が落丁した Discussion 34 27 28 25 28
同じ Discussionの繰り返し 28 43 15 36 31
結論のない Discussion 25 6 7 6 10

落丁した Topic 35 39 30 26 33

表 5の 1 行目に “議論内容が落丁した Discussion”を示
す．書記が参加しているにも関わらず，実験 1では議論内
容の落丁が全体で 28%あり，行なわれた 4回の会議それぞ

れでも同様の値をとっている．また，表 5の 4行目の “落
丁した Topic”は 33%ある．会議内の発話などの議論の記
録し，それらをもれなく生産物に反映させる機能を持つシ

ステムを利用すれば，このような落丁の発生を減少させる
ことができる．また，実際に落丁している議論の内容を調
べると，提案程度で，その可否などが曖昧な結論のない議
論がいくつか見られるが，それについては以下で考察を行

なう．

表 5の 2行目に示すように，実験 1では，同じ議論を繰
り返すような非効率な作業は，会議全体を平均して 31%程
度見られる．これらの非効率な議論も内容を調べてみると，

可否などの決定が曖昧な結論のない議論がいくつか見られ
る．このような問題点は，ある提案事項が決定しているか
否かや，その事項を決定した議論を参照する機能によって，

減少させることができると思われる．

この分析における結論がないと思われる議論は，表 5の

3行目に示すように，およそ 10%ある．その内容を調べる
と，結論を先送りにすることを繰り返した結果発生してい
た．このような問題点は，議決事項が決定されているか未

決なのかを管理し，利用者に対して，その状態を提示する
機能を持つシステムによって，減少させることが可能であ

ると思われる．
また，実験 1では結論が曖昧なために，議論での矛盾が

発生している部分が見られた．このような問題点に関して
は，IBIS[3]や QOC[9]などに見られる，選択肢を明示する
形式化を持つシステムが有効であると思われる．

4.2 システムの記録機能の有効性

4.1節で述べたように，通常の会議では，議論の内容の多
くが生産物から落丁しており，それによって，会議参加者
の意図を十分に反映していない不完全な生産物が生産され

ていることがわかった．このような問題点を解決するため
には，議論内容を正確に記録し，それらを基に生産物を作
成する作業への支援が必要である．有効であると考えられ

る．この節では，計算機システムを用いた記録作業が，そ
うでない場合よりも有効であることを示す．
本実験で用いたシステムのように記録を正確に取り，そ

の記録を基に生産物を作成した場合の作業負担を，ビデオ
テープに記録した会議の内容を整理する作業 [7]に費やし
た時間を基に推測する．この費やした時間から，会議中の

発話をアクセスしやすいように文書化する作業は，会議時
間のおよそ 50倍かかり，それらから Topicを抽出して関係
を作成する構造化作業は，会議時間のおよそ 30 倍かかる
と予想できる．これだけの時間を会議外での作業に費やせ

ば，手作業でもシステムを利用したのと同じ効果を期待で
きるが，実験 1の会議時間から推測して，構造化作業だけ
でも，およそ 348時間 (14日間)の時間がかかり，実用に

は適用できない．現在利用できる計算機の機能でも，発話
の区切れを認識し，限られた語ならは，その語を認識する
ことが可能である [10]．よって，会議内容の記録に関して

は，かなりの程度，計算機システム導入による効用が期待
できる．

4.3 個人モードの作業の支援

実験 3は，できる限り会議モードにおいて生産物の作成

作業を行なうことを目指したが，実際には，会議後の個人
モードの作業を効率化するためのデータを入力する程度の
作業しか行なわれなかった．しかも，会議参加者全員が編

集作業を行なうことが可能だったにもかかわらず，その作
業のほとんどを実質的に議論に加わらない操作者が行なっ
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ていた．この事実より，会議中に全ての生産物を完全に作

成することは困難であるため，個人モードでの作業は必須
であると思われる．
表 3と表 4より，会議モードの作業を分析するのにかか

る時間は，実験 2の場合，281分当たり 27.5時間で，およ
そ 6 倍の時間がかかり，実験 3の場合，111 分当たり 7.5

時間で，およそ 4倍の時間がかかっている．この結果より，

会議モードでの編集作業は，個人モードの作業の効率化に
貢献していると思われる．実験 3の個人モードの作業を行
なった設計者に対するインタビューから，実際に，以下の

ような作業を効率的に行なうことができたことが分かった．
• Discussionを区切る作業: 会議内の議論を，会議から作
成される文書などと対応付けるために，このシステム

では，会議内の同じ話題を議論している時区間を Dis-

cussionに分割する．この作業が，議論内容の落丁を防
ぐための基本的なデータとなる．通常，Discussionを

区切る際には，議論者の発話などを丹念に見返し，内
容的に判断する必要があり，その作業には多くの時間
が必要となる．しかし，会議中にシステムを利用して

参加者が明示的に記録した話題の切れ目や，システム
が提供する個々の参加者の発話の時間的な分布 (図 1)

などの情報が，この作業の効率化に貢献していた．
• Discussionと Topicとの関係を付ける作業: Discussion

と Topicとの間の関係を作成することで，特定の話題

が複数の箇所で議論された場合に，矛盾などの発生を
防ぐことができる．通常，この関係は，会議の参加者
の発話などの Actionと，Topicのリストを丹念に見て

行わなければならない．これは，会議に参加したシス
テムの操作者が明示的に音声や文字で入力したキー語
にタイムスタンプを添付されていたことで，容易に関

係付けることがきできた．
• Topic 間に関係をつける作業: Topic 間の関係は，

and/or 木構造であり，最終的に作成される文書など
の生産物のプロトタイプとなるような箇条書きの文書
を想定している．よって，通常は，Topicを切り出し

た作業者 (この実験の場合は設計者)が，個人モードで
この関係を決定する．システムを利用することにより，
個々の Topicは，時間的な順序を持った Discussionと
対応が付いているため，その順序を参考に関係を付け

ることができた．
• Topicの文章を作成する作業: Topicは，本システムの
検索のキーであり，Topicの木構造が，最終生産物で
ある文書のプロトタイプとなる．このような Topicは，
会議内の Actionに含まれるキー語を基に作成するが，

通常は，会議の参加者の発話などのActionを丹念に見
て，作成しなければならない．しかし，書記に該当す
る参加者が，会議中に Topicの候補となる文章を，音

声や文字としてシステムに入力することで，個人モー
ドでの作業はある程度，効率化できた．
表 6に，実験 3の個人モードの作業で効率化できた作業

の割合を示す．これは，実験 3の個人モードの作業におい

表 6: 実験 3の個人モードでの作業の効率化の割合 (%)

作業の種類 \ 会議番号 1 2 3 全体
会議を Discussionに分割 22 50 38 40
Discussionと Topicを関係付ける 36 27 63 43
Topic間に関係を付ける 51 24 39 36
Topicの作成 7 8 14 8

て，ほとんど議論内容を聞き直さずに行なうことのできた
作業の数の割合である．この割合は，実際に作業を行なっ
た操作者にインタビューを行なうことで得た．

4.4 会議モードの作業の支援

実験 3の会議モードにおいてシステムがどのように運用

され，それらが会議モードにおける作業に，どのような影
響を与えたかを議論する．以下に，会議モードで利用され
た機能と，その効用を列挙する．

• 計算機に事前に入力された agenda: 実験 3では，会議

のための agendaは，全てシステムに Topicの構造と
して入力してあり，それらを会議中に見ながら，議論
する形式を取った．よって，会議中はほとんどの時間，

agendaとして用意されたTopicの構造に従って議論が
行なわれた．表 7の 1行目に示すように，およそ 8割
の時間は，Topicを参照しながら会議を行なった．ま

た，2行目には，会議内で参照されたTopic数の割合を
示している．会議の回を追う毎に，100, 57, 17%と割
合が下がっている．この結果より，既存の Topicを繰
り返し参照するような議論が少ないことが予想できる．

そこで，3 行目には，会議内で参照された新出 Topic

の数の割合を示す．新出 Topicとは，直前の会議には
存在せず，直前の会議と，注目している会議の間の個

人モードで作成された Topicである．表 7より，この
割合は，平均して 9割近くであり，事前に用意された
agendaに当たるTopicや，前回の会議を基に作成され

た Topicを十分に確認しながら議論が進んでいること
がわかる．また，2行目と 3行目の結果から，前々回
の会議に発生した Topicなどの蒸し返しなどは少ない

ことが分かる．

表 7: 実験 3の会議モードでのシステム利用の割合 (%)

会議番号 1 2 3 合計
Topicを参照しながら議論した時間 71 94 80 83
会議内で参照された Topic数 100 57 17 90
会議内で参照された新出 Topic数 100 96 80 93
変更の影響を調査した Topic数 0 0 1 1

よって，事前に個人モードで agendaをシステム内に
準備することが，会議の運営を効率化することができ

たと考えられる．

• Topicの変更に伴う影響範囲を検索: ある Topicを変
更あるいは削除した場合には，他の Topicを変更ある

5



いは削除しなければならない可能性が非常に高い．そ

の際に，変更あるいは削除しなければならない Topic

を捜し出す作業は，一般には困難である．しかし，隣
接して議論された内容 (ここでは Topic)はこのような

変更の影響範囲内であることがきわめて高いことから
[7]，このシステムでは，このような Topicを列挙する
機能がある．列挙された Topicを見て，変更あるいは

削除を行えば，効率良く議論が進み，また，議決の矛
盾を防止することが可能となっている．表 7の 4行目
に示すように，変更するか否かを調査した Topicの割

合は 1%，1事例である．しかし，この事例と影響があ
るとシステムが指摘した他の Topicは，全て変更する
必要があったため，この機能によって，矛盾の発生を
防ぐことができた．

5 むすび

本論文では，対面式の会議を通して，文書などの生産物

の作成を行なう作業に計算機システムを利用する場合に考
慮する点を明らかにするために，3つの異なった型の会議
の分析を行なった．その結果，以下のような点を考慮して

計算機システムを利用することで，作業を効率化できると
判断した．

• 議論を阻害することなく，議論内容を十分に反映した
生産物を作成するためには，会議中には，記録機能を

重視したシステムの利用をすべきである．そして，生
産物自体は，会議後に，会議の記録を基に作成するの
が適当である．

• 議論そのものに参加している作業者に対して，会議中
に，システムに対する編集操作などを期待するのは困
難である．よって，そのような操作を専門に行なう書記
のようなシステムのオペレータが必要である．しかし，

情報を参照する程度のシステムの操作であれば，議論
に参加している作業者も行なうことが可能である．

• 生産物自体は，会議後に，会議の記録を基に作成する
ことになるため，それらの記録を整理しやすい形で表

示する機能をシステムは提供すべきである．特に，会
議中の作業者毎の発話の時系列的な分布は，機械的に
検出することが可能であるにも関わらず，話題の区切
れなどど密接に関連している．よって，そのような情

報を提示する機能がシステムに必要とされる．

• すでに作成されている生産物を会議内で検索する場合，
ある部分を修正した結果，影響が及ぶために同様に修
正しなければならない別の部分を探す場合が多い．よっ

て，影響の及ぶ範囲という観点から，生産物を整理し
なおして表示するようなインタフェースをシステムは
提供すべきである．
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